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Abstract: Japanese society has entered a super-aged population decline society, and 
is in the midst of various difficult problems such as environmental problems because 
of environmental changes caused by climate change such as successive heavy rain 
disasters. Regarding what kind of method is available to solve such environmental 
problems from the viewpoint of civil law, I will examine whether the rereading of 
the 1962 Seikoh Yoshimi's "The Function of Fair and Equitable Principle " paper 
might be a suggestion. That is, to utilize the principle of faith and trust as General 
Terms. In this paper, firstly, I will give an overview of the contents of Yoshimi's 
paper, secondly, to introduce a recently-occurring court case as environmental 
problems, and thirdly, it is possible to draw out so-called Environmental 
consideration obligation from this case. From the above, fourthly, I raise the question 
that the legal basis of the obligation can be derived from fair and equitable principle, 
and that this obligation may be the starting point of the Fifth Basic Environmental 
Plan.  
Keywords: fair and equitable principle, Functional classification theory, 
Environmental consideration obligation, The Fifth Basic Environment Plan, 









ところで、かかる状況下においても、信義誠実の原則(民法 1 条 2 項)(principle of faith 




































































































































































































































































請け負い、当該工事の現場責任者)に説明していたにもかかわらず、A は X の住居の隣家 B




額の損害等が生じた旨主張し、Y に対して使用者責任による損害賠償請求権(民法 715 条)に





①X から A に対する養生措置の要請について 
「A は、平成 23 年 11 月下旬、B 邸の外壁塗装等の工事を実施する旨の挨拶をする








「A は、平成 23 年 12 月 1 日、本件建物を訪問したところ、X は、A に対し、化学
物質過敏症との診断名が記載された平成 14 年 4 月 8 日付 C 医師作成の診断書及び
化学物質過敏症について記載された新聞記事・・・を手渡し、改めて、X が化学物
質過敏症である旨を説明するとともに、化学物質を利用する工事を実施する際に
は、事前に X に対して連絡するように求めた。A は、同年 12 月 3 日、午前 9 時 30
分から 11 時にかけて、X に事前に連絡することなく、下請業者に B 邸の床下に本
件薬剤を散布させた。」 
③X の化学物質過敏症の発症と治療、入院 
「X は、事前連絡を受けていなかったことから、午前 9 時 30 分頃、本件建物の窓
を開けていたところ、本件薬剤の影響によって、体調の異常を感じたため、本件建
物から避難した。・・X は、平成 23 年 12 月 8 日、D 診療所を受診し、喘鳴及び咳・
痰との診断を受け、専門医による診療及び適切な加療を要するとの診断を得た。X
は、平成 23 年 12 月 16 日、E 病院を受診し、平成 24 年 1 月 10 日から同月 18 日ま
10 
での間、化学物質からの回避を目的として E 病院のクリーンルームに入院した。」 






23 年 12 月 1 日に X から診断書を見せられた上で、化学物質過敏症に罹患してお
り、実際に外壁塗装作業実施をした際にも体調不良に陥った旨の説明を受け、事前
通告を求められていたところ・・、A が X に対して本件薬剤を散布する旨を事前
に通告することが困難であったという事情は本件全証拠によっても認められない。








罹患している旨 A に説明し、本件散布行為の日時を事前に A が X に通告することができた
にもかかわらず、X に隣家において本件散布行為を行うことを事前に通告することを怠っ
たことに民法 709 条の過失を A に認め、Y の民法 715 条の使用者責任を肯定した。今後も
多く生起し得る都市生活における今日的な環境問題18であると評価することができよう。 























































以上から、本件においては、X と A との間での交渉の経緯からすれば、X の申し出に従
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4. 結語に代えて  




































1 山野目章夫編集『新注釈民法(1)総則(1)』[吉政知広]131-180 頁、特に 159-161 頁(有斐閣、
2018 年)。最も新しい文献として、石川博康「日本における信義則論の現況」(大村敦志責任編
集『民法研究 第 2 集 第 8 号[東アジア編 8](通巻 15 号)』所収(信山社、2020 年)23-43 頁が
あり、信義則論の議論の現在につき良い概観を与えている。 
2 好美清光「信義則の機能について」一橋論叢第 47 巻 2 号 73-75 頁(1962 年) 
3 好美・前掲論文注 2)78-90 頁。 
4 好美・前掲論文注 2)78 頁。 
5 好美・前掲論文注 2)78 頁。 
6 好美・前掲論文注 2)80-81 頁。 
7 好美・前掲論文注 2)78 頁。 
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8 好美・前掲論文注 2)84 頁。 
9 好美・前掲論文注 2)79 頁。 
10 好美・前掲論文注 2)87 頁。 
11 好美・前掲論文注 2)79 頁。 
12 好美・前掲論文注 2)88-89 頁。 







14 好美・前掲論文注 2)82 頁。 






16 拙稿 判例評釈「環境法研究第 45 号」43-46 頁(2020 年)を参照し、まとめたものである。 
17 拙稿・前掲判例評釈注 16)48-51 頁を参照しつつ、加筆修正したものである。 
18 小賀野晶一「民法の現代化と都市生活法の形成」千葉大学法学論集 19 巻 1 号(2004 年)123
頁以下は、居住と生活を基盤とした都市生活という概念を設定し、具体的問題を民法の現代化
の視点から考察される。 
19 大塚直『環境法 第 4 版』(有斐閣、2020 年)141 頁、北村喜宣『環境法 第 5 版』(弘文堂、
2020 年)105-107 頁、同 288 頁など。多数説がこの見解をとっている。 
20 小賀野晶一「環境配慮義務論-環境法論の基礎的検討」千葉大学法学論集 17 巻 3 号(2002
年)21-83 頁を起点として、環境配慮義務をその後の小賀野教授の環境法の考え方の基本に据え
られている。 
21 小賀野晶一「環境問題と環境配慮義務-地球環境主義の条件と課題」環境法研究 40 号(有斐
閣、2015 年)27 頁は、環境配慮義務は民法における安全配慮義務論を参考にしているとし、同
論を民法の信義則に基づき、判例法において形成された理論であるとされる。 
22 小賀野・前掲論文注 20)36 頁以下。最も新しいものとして、小賀野晶一「環境権の諸相」環
境法研究 44 号(2019 年)11 頁は、環境配慮義務の根拠として、判例における受忍限度論、実定
法の根拠としての環境立法における責務規定をも挙げている。 
23 小賀野晶一『基本講義 環境問題・環境法』(成文堂、2019 年)82-87 頁、特に 84-85 頁。地
球益とは、地球が存続することによって獲得される利益であり、持続的に保全、創造されるべ
き地球の利益であるとされる。さらに、小賀野・前掲論文注 22)11 頁。 
24 小賀野・前掲論文注 20)52 頁。 




26 石川・前掲論文注 1)43 頁参照。石川が信義則に対して期待と恐れをもって見守ることの必
要を説いていることを想起したい。 
27 ある種の意思決定が X と A でなされていたとみることができ、建築関係者 A の近隣 X に対
するリスクコミュニケーションの問題となるのではないか(拙稿・前掲判例評釈注 16)51-52
頁。) 









29 したがって、X に対する A の散布行為日時の事前告知義務は、本件においての一般的環境配
慮義務の主たる内容であり、契約法上の義務と解され、それに違反した A という履行補助者に
よる X の債務不履行責任(民法 415 条)とも考えられ得るのではなかろうか。 
30 環境省ホームページ「第五次環境基本計画の概要 2018 年 4 月」
(https://www.env.go.jp/press/files/jp/108981.pdf)(2020 年 12 月 24 日閲覧)の参照を乞う。大
塚・前掲書注 19)155-158 頁。 
31 前掲注 30)・第五次基本計画参照。 













34 吉政・前掲書注 1)等をはじめして、多くの民法学の体系書・教科書は、好美の「信義則の機 
能」の議論に依拠しているものが多い。 
35  好美・前掲論文注 2)76 頁。 



























 さらに、気候変動適応法に基づく初めての気候変動影響の総合的な評価報告書が 2020 年 12
月 17 日に公表された。参照 https://www.env.go.jp/press/files/jp/115261.pdf(2020 年 12 月 
24 日閲覧)。参考資料として、同日、気候変動影響評価報告書詳細も公表されている。参照 









 さらに、2020 年 12 月 20 日日経新聞朝刊 1 面によれば、環境省が近くまとめる地球温暖化対
策推進法改正案に、「2050 年までに温暖化ガスの排出量を実質ゼロにする」目標を明記し、
2021 年 1 月に召集する通常国会に提出されるようである。 
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